様式２

誓　約　書
令和　年　月　日

	主たる所在地

	法 　人 　名

	代  表 者 名


	誓　　　約　　　事　　　項

	1　次の各号に掲げるすべての参加資格を有する法人であることを誓約します。
(1) 契約を締結する能力を有しない方、破産者で復権を得ない方及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号）第32条第1項各号に掲げる方でないこと。
(2) 次のア～カのいずれかに該当する事実があった後3年を経過しない方（当該事実と同一の事由により名古屋市指名停止要綱（平成15年3月5日付け15財用第5号）に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）を受けている方を除く。）でないこと。
ア　契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。
イ　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。
ウ　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。
エ　地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の2第1項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。
オ　正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。
カ　アからオまでの一に該当する事実があった後 3年を経過しない者を契約の履行にあたり代理人、支配人その他の使用人として使用したとき。
(3) 次のいずれかに該当する方でないこと。ただし、更生手続開始又は再生手続開始の決定後、新たに名古屋市競争入札参加資格審査申請を行い認定を受けた方を除く。
ア　会社更生法（平成14年法律第 154号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている方
イ　民事再生法（平成11年法律第 225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている方
(4) 入札公告の日から落札決定までの間に指名停止の期間中でないこと。
(5) 入札公告の日から落札決定までの間に「名古屋市が行う契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する合意書」（平成20年1月28日付け名古屋市長等・愛知県警察本部長締結）及び「名古屋市が行う公有財産の売払い及び貸付の契約等からの暴力団関係事業者の排除に関する取扱要綱」（平成20年2月15日付け19財管第253号）に基づく排除措置を受けている方でないこと。
(6) 国税及び市税の滞納がない方であること。
(7) 名古屋市内に本支店又は営業所があり、駐車場管理の実績のある方であること。
2　前項の誓約内容が、事実と相違することが判明したときは、当該事項に関して貴市が行う一切の措置について異議の申し立てを行いません。


入札参加申込にあたって、以下の誓約事項を誓約します。





